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定
住
自
立
圏
の
形
成
に
関
す
る
協
定
を
締
結
し
ま
し
た

結
城
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
お
よ
び
結
城
市
ま
ち
・ひ
と
・し
ご
と

創
生
総
合
戦
略
を
策
定
し
ま
し
た

　

４
月
７
日
、
小
山
市
役
所
で
、
結
城
市
・
小
山
市
・
下
野
市
・
野
木
町
の
４
市
町
長
が
参
加
し
、

「
小
山
地
区
定
住
自
立
圏
」
形
成
協
定
の
合
同
調
印
式
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

定
住
自
立
圏
構
想
は
、
地
方
圏
の
大
幅
な
人
口
減
少
と
急
速
な
少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
対
応
す

る
た
め
、
近
接
す
る
自
治
体
が
連
携
・
協
力
し
て
地
域
の
活
性
化
を
図
る
も
の
で
す
。

　

今
後
は
、
具
体
的
な
取
り
組
み
を
定
め
た
「
共
生
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
策
定
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で

連
携
を
図
り
、
住
民
が
住
み
続
け
た
い
と
思
え
る
魅
力
的
な
地
域
づ
く
り
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

　

日
本
の
人
口
は
、
2
0
0
8
年
の

1
億
2,
8
0
8
万
人
を
ピ
ー
ク
に
、
今
後
、

加
速
的
に
減
少
が
進
行
す
る
と
推
計
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

こ
の
人
口
減
少
問
題
の
克
服
と
地
方
創
生

へ
の
取
り
組
み
を
一
体
的
に
行
う
こ
と
に
よ
り

将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会
を
維

持
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
法
が
制
定
さ
れ
、
地
方
公
共

団
体
は
、
地
方
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
と
地
方
版
総

合
戦
略
を
策
定
し
、
対
策
に
取
り
組
む
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
し
て
こ
の
度
、
市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
や
企

業
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
産
官
学
金
労
言
の
分
野
代

表
者
で
構
成
さ
れ
る
有
識
者
会
議
な
ど
の
意

見
を
も
と
に
、
結
城
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
お
よ

び
結
城
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合

戦
略
を
策
定
し
ま
し
た
の
で
公
表
し
ま
す
。

　

結
城
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
2
0
4
0
年

に
お
け
る
本
市
の
人
口
展
望
を
示
し
、
そ
れ

を
実
現
す
る
た
め
に
、
取
り
組
む
施
策
を
ま

と
め
た
も
の
が
結
城
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
総
合
戦
略
で
す
。

　

な
お
、
詳
し
い
内
容
に
つ
い
て
は
、
市
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
る
本
編
を
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

小
山
市
・
下
野
市
・
野
木
町
と
力
を
あ
わ
せ
地
域
活
性
化
を
目
指
し
ま
す

写真左から、前場結城市長、大久保小山市長、広瀬下野市長、真瀬野木町長

■
定
住
自
立
圏
と
は

　

国
の
定
住
自
立
圏
構
想
に
基
づ

き
、
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た

「
中
心
市
」と「
近
隣
市
町
村
」
が
、

互
い
の
魅
力
を
活
用
し
な
が
ら
さ

ま
ざ
ま
な
分
野
で
連
携
す
る
こ
と

で
、
圏
域
の
住
民
に
と
っ
て
必
要

な
生
活
機
能
の
確
保
や
人
口
の
定

住
を
促
し
、
地
域
の
活
性
化
を
図

る
と
い
う
も
の
で
す
。
あ
く
ま
で

連
携
で
あ
り
、
市
町
村
合
併
と
は

異
な
り
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
１
日
現
在
、
全

国
で
95
圏
域
が
形
成
さ
れ
て
お
り
、

茨
城
県
で
も
水
戸
市
が
中
心
市
を

宣
言
し
て
い
る
ほ
か
、
大
子
町
が

栃
木
県
大
田
原
市
を
中
心
市
と
す

る
八
溝
山
周
辺
地
域
定
住
自
立
圏

に
参
加
し
て
い
ま
す
。

■
小
山
地
区
定
住
自
立
圏

　

栃
木
県
小
山
市
が
中
心
市
と
な

り
、
近
隣
市
町
で
あ
る
下
野
市
、

野
木
町
と
本
市
で
圏
域
を
形
成
す

る
定
住
自
立
圏
で
す
。

（
圏
域
の
概
要
は
下
図
の
と
お
り
）

■
連
携
し
て
取
り
組
む
事
業

○
地
域
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
連

　

携
強
化

○
子
育
て
・
障
が
い
者
支
援
、
在

　

宅
医
療
・
介
護
に
関
す
る
連
携

　

促
進

○
地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
・

　

観
光
振
興

○
地
域
公
共
交
通
の
連
携
推
進

○
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成

○
地
産
地
消
の
推
進

○
職
員
の
人
事
交
流
な
ど
に
つ
い

　
て
、連
携
し
て
い
く
予
定
で
す
。

■「定住自立圏構想」の詳細は、総務省の
ホームページをご覧ください。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/
kenkyu/teizyu/

■「定住自立圏の形成に関する協定書」および
「小山地区定住自立圏構想」の詳細は、
市ホームページをご覧ください。
http://www.city.yuki.lg.jp/page/page003100.html

　国立社会保障・人口問題研究
所（社人研）による推計では、
現在の出生率や社会移動の傾向
が続くと仮定した場合、2040 年
の本市の人口は約43千人、高齢
者の割合は35％に達すると見込
まれています。
（詳しくは結城市人口ビジョンを参照）
　本市では、出生率の改善、転
出抑制・転入促進、しごとづく
りなど、さまざまな施策に取り組
むことにより、2040年における
展望として、人口約48千人、合
計特殊出生率2.10を目指します。

S40-S45（高度経済成長期）
S60-H02（バブル景気）
H02-H07（バブル経済崩壊後）
H12-H17（いざなみ景気）
H17-H22（リーマンショック後・震災前）
H21-H26（東日本大震災後含む）
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若年女性の転入転出傾向〔コーホート変化率の経年変化：女性〕

【出典】総務省「国勢調査」
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社人研による推計値 目指す姿

結城市人口ビジョンの目指す姿

2010 年（平成 22 年）

人　口

合計特殊出生率

52,494人

1.43

2030 年（平成 42年）

50,582人

1.83

2040 年（平成 52年）

48,453人

2.10
※H22の国勢調査時の人口をもとに推計を行っています。

圏域内の人口：303,154人
圏域内の面積：342.37k㎡

下野市
人口：59,444人
面積：74.59 k㎡

小山市
人口：166,795人
面積：171.76 k㎡

結城市
人口：51,605人
面積：65.76 k㎡
　

野木町
人口：25,310人
面積：30.26k㎡

本市の特徴として、進学・就職
期の若年女性の流出が際立って
おり、またＵターンによる地元
回帰が少ないことが、人口減少
の大きな要因の一つとなってい
ます。

※人口は、平成27年国勢調査
　「人口速報集計結果」


